























されている3｡現行民法は､明治民法 (明民775粂)を踏恭し届出婚主生を採用している (民739粂 1項)｡
この規先により､婚姻の届出の存否によって婚姻と婚姻外男女関係は厳格に区別され1､届出がなけ









れているが､婚姻届を出 していないため法律上の婚姻 として取扱われない内縁が生 じた50 しか しな
がら､届出婚主義をとれば内縁問題が生 じるであろうことは､明治民法立案の際の法典調査会の審議
のときに予想 さjlでいたことであったGo内縁が最初に間差引二なったのはその不当破棄の事件である｡




いないとする見解 もあ り10､重婚的内縁1､近親婚的内縁12､事実婚13､また､相続の問題か ら子が婚
二ナック以上ハ其質素ヲ放イテ屠ルモノハ頼早私通デアノテ婚姻デハナイ｣と､述べている (法務大臣官房司
法法制調査部監修 r法典調査会議牢速記録六｣212頁 (商卒法務研究会､1984年))0
太田武男 r現代の内縁問識｣8-10貢 (有斐閣､1996年)､二言周平 r事実婚の現代的課磁J3-5頁 (日本評論社､
1990年)0









いとする見解がある (水野紀子 ｢事実婚の法的保護｣石川稔ほか棺 r家族法改正への課捌 70頁以下 (日本加
除出版､1993年)､同 ｢内緒準婚理論と串実軸の保護｣林信夫=佐藤岩夫霜広中俊雄先生傘寿記念論Jj;r法の生
成と民法の体系1625貢以下 (創文社,2006年))a




割合は､今日ではおよそ2%｣と推測されているとする (泉久雄 r親族刻 172頁 (有笠間､1997年))｡しかし,
他方で､｢全体数が少ないながらも. 婚外子出生の割合は1986年以降漸増を続け､また20代後半から30代の
未婚者における r同棲]経験者は1割に達している といった状況から､内緑の数は減少していないとみる








































我架 前掲娃(1)205頁､浅井晒信 ｢内緒と相続権｣r家族法大系n333貫以下 (有斐臥 1959年)､中川醤之




太田武男 r家族法の理論と展剛 220頁 (一粒社､1988年)C
有他事 ｢夫婦財産制に関する一考葬｣法政32番2≡6号703頁以下 (1966年).大村致志 r家族法｣61頁 (有斐臥





















場合をそれぞれ把握 検討し (Ⅲ)､相続法上の内線配偶者の地位に関する沿革を分析し (Ⅳ)､次に






































































であ り､一般的に関係の安定性 と継続性を示す同居が一定期間継続 していることによって証明されて
いる1日｡また,重婚的関係と近親婚的関係は､公序良俗の観点から問題があるとして内縁保護の限界
避族扶助料 家族手当等を支給している｡大正12年改正の工場法15条は､避族補旧の受給権者に.｢本人ノ死亡
ノ当時其ノ収入二依り生計ヲ維持ンタ者｣を加え､内緒配偶者を保護した (二宮 前掲注 (5)21-24頁､太田
前掲任(5)25-27貫)0
起草委員会第-事案検討会で､婚姻の届出は､療法の当部署の合悪で成立するという規定 (態法24粂)に違反






る (深谷松男 r現代家族法｣42頁 (背林野院､第4版､2(氾2年))o
内縁の婚姻意思に届出意思まで含めることになれば､重女郎勺内緒以外は届出可能であるのに届出をしていない
ので､婚姻意思がなく内緒ではないということになるo内縁は現実に起きた共同生活関係に対する法的保護の










分担義務 (民760粂)L3､日常家事債務連帯賛任 (民761粂)51､共有財産 (民762粂 2項)5､財産分与 (氏
768粂)5'Jの規定の類推適用が認められている. しかし､夫婦同氏 (民750粂)57や姻族関係の発生 (氏

































































































































































は､相等 しいものとする｣め (民768粂関係)とし､いわゆる ｢二分の一ルール｣Lカの改正を捷言 している｡
財産分与の内容は,夫婦財産の酒井 扶薮 慰謝料であるとする包括説が支配的であるが､財産分与は夫婦財































































































































17 ただし､昭和38年9月28E]内慨法制局 ｢匡】家公務貞共晴組合法にいう配偶者の窓掛二ついて｣の ｢法制意見｣､
および昭和55年5月16日の社会保険庁の通達 ｢事実婚関係の認定について｣によると.民法731粂 733粂
737粂違反の内紛ま反倫理的ではないので内縁者に受給権はあるが､民法734粂 735粂 736粂追反は反倫理的






















































財産ノ分与ヲ請求スルコ トヲ得｣とされたが､第七次案 (昭和22年6月24日付)では､約768粂 ｢協















1が 伊藤昌司 ｢相続の根拠｣星野英一宿 ｢民法講座7j353貫 (有翼臥 1984年)o






































































































































Lは 法務省民事局参召王宮室 ｢法制審議会身分法′J､委月余中間報告について｣ジュリ596号83-87頁 (1975年)0
畑 泉久雄 ｢相続人 相続分等に関する中間輯告について｣ソユリ596号15貫 (1975年)｡
150民事局参寧官室 ｢相称二関する民法改正賢綱試案｣ジュリ699号44頁 (ユ979年)a
151寄与分制度は被相続人に対する相続人の配偶者の寄与や内縁配偶者の寄与も問題とされたが.相続人のみに適
用されるものとなった｡
152加藤 前掲任(141)74貫.
15D民事局参串官窒 前掲任(150)46頁.
182
剛山大等大学院社会文化科-iJ=t研究科紀要第31号 (20113)
また､昭和30年 ｢法制審訣会民法部会/｣､委員会における留保事項中の問題｣に､内縁の死別解消の
場合に生存内線配偶者に相続権に準ずるものを認めるべきかという問題が挙げらhたoLかし､生存
内線配偶者に相続権を認めることは法律婚主義を建前とする限りできないが､遺産の一部の分配を考
えるとして､昭和37年の民法改正で特別縁故者財産分与制度が新設されたOしかしながら､この規定
は､相続人不存在の場合に限定されているのであり,内縁生存配偶者の相続の間額について解決され
たわけではない｡
